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アジア通貨の対㌦変化幅 
＜97年６月平均＝100、月中平均＞ 
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ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ

（97年６月＝100）
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韓国ウォン

台湾ﾄﾞﾙ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ
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アジア諸国の株価動向（月末終値） 

 

香港（ハンセン指数）
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韓国（総合指数）

200

400

600

800

1000

1200

97
06

97
12

98
06

98
12

99
06

99
12

00
06

00
12

01
06

01
12

02
06

02
12

03
06

シンガポール（ＳＴ指数）
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台湾（加権指数）
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マレーシア（総合指数）
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フィリピン（総合指数）
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タイ（ＳＥＴ指数）
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インドネシア（総合指数）
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韓国 

２００３年１０月

 

ＵＦＪ総研調査部（東京） ３

景気は最悪期を脱したが停滞感残る  

○海外景気や株価の好転を契機に、4-6月期を

底に最悪期を脱したとの見方がある韓国景

気であるが、回復力は弱いとの見方が多い。 

○主要金融機関による2003年経済成長率予想

（平均値）をみると、９月は3.0％と一段と

低下した。また、同月中旬にＩＭＦは2.5％

の予想だが、同月末に韓国銀行総裁は「３％

に届かないかもしれない」と予想した。 

○企業のアンケートでは、景気の本格回復が

来年下半期になるという声が増えており、

年内は停滞感が支配的となりそうだ。 

○この要因としては、内需の基調の弱さに加

え、夏場の労働組合のストや約8000億ウォ

ンの被害（「東亜経済」によると2003年の

成長率を0.125％ポイント低下させる）をも

たらした台風14号の影響もあるが、夏場に

入ってじりじりと進行し、９月20日のＧ７

以降加速しているウォン高が大きな要因だ。 

○韓国はＧＤＰに占める輸出の割合が約３割

と大きく、ウォン高の影響はわが国よりも

ずっと大きい。９月下旬に発表された大韓

商工会議所の調査によると、10-12月期の輸

出は、世界のＩＴ需要の回復と中国経済の

好調持続を前提に電子や半導体、一般機械

などが２桁増を記録すると予想されている

が、足下の一段のウォン高で下方修正は避

けられそうにない。 

 

消費の好転は来年以降  

○ＳＮＡベースで4-6月期にマイナスの伸び

となった消費は、7-9月期もマイナスになる

模様だ。消費と相関関係の高い小売売上数

量の動きをみると、７月前年同月比▲4.5％、

８月同▲1.4％であり、９月が前年並みとし

ても、7-9月期は前年同期比▲2.0％となる。 

○９月は、台風の影響で物価上昇が加速（消

費者物価は前年比3.3％上昇）、下旬には与

党が分裂し、社会的な不透明感が広がった。 

○消費心理がさらに落ち込む可能性が出てお

り、一段の政策対応が必要になっている。 

 

2000年 2001年 2002年 02/3Q 4Q 03/1Q 03/2Q 5月 6月 7月 8月

実質ＧＤＰ 9.3 3.0 6.3 5.8 6.8 3.7 1.9
民間消費支出 7.9 4.2 6.8 6.2 4.3 0.9 ▲ 2.2
固定資本形成 11.4 ▲ 1.7 4.8 0.5 6.8 4.8 3.5
設備 35.3 ▲ 9.8 6.8 7.8 8.2 1.6 ▲ 0.8

鉱工業生産 17.7 0.7 8.1 7.0 11.4 6.0 3.0 ▲ 0.9 8.4 0.7 1.5
消費者物価 2.3 4.1 2.8 2.5 3.3 4.1 3.3 3.2 3.0 3.2 3.0
小売売上高 11.0 7.0 8.2 7.8 4.5 ▲ 0.8 ▲ 3.8 ▲ 3.0 ▲ 3.1 ▲ 4.5 ▲ 1.4
貿易収支（億㌦） 117.9 93.4 103.4 23.7 30.5 ▲ 11.6 50.9 11.8 23.2 6.2 19.3
輸出伸び率 19.9 ▲ 12.7 8.0 15.9 24.6 20.8 14.7 3.6 21.9 15.5 10.9
輸入伸び率 34.0 ▲ 12.1 7.8 13.8 23.1 30.9 12.1 6.4 12.2 14.0 5.4

経常収支（億㌦） 134.7 103.2 60.9 9.3 19.7 ▲ 17.2 25.7 11.8 17.1 4.3 13.9
マネーサプライ（M2） 5.2 8.1 14.0 9.3 14.0 10.3 6.7 8.5 6.7 7.0
外貨準備高（億㌦） 961.9 1028.2 1214.1 1166.9 1214.1 1238.2 1316.6 1283.4 1316.6 1329.1 1361.9
株価指数（総合） 505 694 628 646 628 536 670 633 670 714 759
為替レート（ｳｫﾝ/㌦） 1137.7 1295.6 1246.7 1202.5 1213.8 1203.0 1204.3 1206.6 1193.1 1180.0 1180.0
為替レート（円/100ｳｫﾝ） 9.5 9.4 10.0 10.0 10.0 9.6 9.9 9.8 10.0 10.2 10.0
ＣＤレート（3ヵ月物） 7.08 5.32 4.80 4.84 4.91 4.67 4.43 4.39 4.28 4.15 3.90

（注）前年＜同期＞比、％。輸出入伸び率は米ﾄﾞﾙﾍﾞｰｽ。ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ、外貨準備高、株価指数は末値。

ＣＤレート、為替ﾚｰﾄは期中平均。
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消費関連指標の動向



  
台湾 

２００３年１０月

 

ＵＦＪ総研調査部（東京） ４

生産は回復基調を維持 

○８月の工業生産は前年同月比5.3％増と、３か

月連続でプラスとなった。ＩＴ需要の回復と

中国大陸の旺盛な素材需要を背景に、電子機

器が同11.8％増、化学工業が同6.7％増となっ

た。また、不動産市場が回復に向かっており、

建設も同7.4％増とプラスが続いた。 

○受注も同10.7％増となっており、先行きはま

だ堅調が予想されるが、９月中旬以降台湾ド

ル高が進んでおり、影響が懸念される。 

○これを受けて、９月末の中銀理監事連席会議

は、短期資金の動きに注意しながら、適度な

調節により為替の安定を維持するとした。 

与党の選挙対策が活発に 

○2004年３月の総統選挙を前に、与党民進党と

台湾団結連盟（李登輝グループ）の世論への

働きかけが活発になっている。９月６日、李

登輝前総統が召集人となって、「台湾正名運

動」（企業や団体名につけられている「中国」

「中華」を「台湾」に改めるデモ運動）が15

万人を動員して行われた。それに続き、陳水

扁総統が、27日に「住民投票に向けた動きを

期待する」、28日に「2006年、2300万人の台

湾人民とともに台湾の新憲法を誕生させた

い」と述べ、体制問題を国民に問いかけた。 

○これらは、直接的に台湾独立を言ったもので

はなかったが、野党国民党(連戦主席)・親民

党(宋楚ユ主席)は強く反発。総統選挙の焦点

を国民の目からそらすものとして批判した。 

○こうした動きのなかで、10月２日に発表され

た総統選挙に関するアンケート（蘋果日報）

は、これまで劣勢に立たされていた陳総統支

持が１週間前のアンケートに比べて2.8％ポ

イント上昇、連主席支持が3.9％ポイント低

下したことを示した。これにより、連主席と

陳総統の支持率の差が6.7％ポイント縮小し

た（連主席37.2％、陳総統31.2％）。 

○陳総統に対する低い支持率は、政策の混乱が

しばしばみられたことや、景気停滞感が続い

たことによるものであった。しかしここへき

て、景気回復が軌道に乗りつつあることから、

国民感情に働きかけて選挙の新たな焦点を

作り、支持率上昇を狙ったものとみられる。 

○ただし、大陸政府は一連の動きを選挙対策と

して静観する構えをみせ、また米国は台湾政

府に「四不」（独立、国号変更、独立の住民

投票などを行わない）を遵守するよう求めた。

そのため、一連の動きが与野党の色分けを一

段と鮮明にする可能性は高くない。 
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生産
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(資料）ＣＥＩＣ

生産関連指標の動向
（前年同月比％）

2000年 2001年 2002年 02/3Ｑ 4Ｑ 03/1Q 2Q 5月 6月 7月 8月

実質ＧＤＰ 5.9 ▲ 2.2 3.6 5.2 4.5 3.5 ▲ 0.1

民間消費 5.5 1.0 2.0 2.5 1.5 0.6 ▲ 1.8

総固定資本形成 7.7 ▲ 20.6 ▲ 2.1 8.2 2.7 ▲ 0.7 ▲ 10.2

うち民間企業 13.7 ▲ 29.2 2.5 17.8 16.5 1.3 ▲ 11.5

鉱工業生産 7.4 ▲ 7.3 6.4 9.3 8.5 6.2 ▲ 0.3 ▲ 3.4 2.3 7.5 5.3

消費者物価 1.3 ▲ 0.0 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.3 ▲ 0.6 ▲ 1.0 ▲ 0.6

貿易収支（億㌦） 83.1 156.6 180.5 29.9 56.0 36.8 41.0 17.6 13.1 12.7 19.0

輸出伸び率 22.0 ▲ 17.2 6.3 18.8 9.9 11.4 3.7 2.1 3.4 4.5 13.0

輸入伸び率 26.5 ▲ 23.4 5.0 22.9 12.4 19.9 5.0 0.8 6.0 ▲ 2.6 14.3

経常収支（億㌦） 89.1 179.2 256.8 50.4 78.5 74.4 65.8  

マネーサプライ（M2） 6.5 4.4 2.6 2.2 2.6 1.8 2.5 3.1 2.5 4.0 4.6

外貨準備高（億㌦） 1067.0 1222.1 1616.6 1570.3 1616.6 1686.4 1766.9 1752.3 1766.9 1822.1 1856.7

株価指数（加権指数） 4739.0 5551.2 4452.5 4191.8 4452.5 4321.2 4872.2 4555.9 4872.2 5318.3 5650.8

短期金利（ｵｰﾊﾞｰﾅｲﾄ） 4.7 3.6 2.0 1.9 1.8 1.3 1.2 1.2 1.2 1.0 1.0

為替レート（ＮT㌦/㌦） 31.2 33.8 34.6 34.0 34.8 34.7 34.8 34.7 34.6 34.4 34.3

為替レート（円/NT㌦） 3.47 3.61 3.61 3.52 3.52 3.45 3.43 3.38 3.42 3.45 3.46

（注）前年<同期>比％、輸出入伸び率は米㌦ベース。ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ、外貨準備高、株価指数は期末値。その他は期中平均。

　　　円/NT㌦レートはNT㌦/㌦レートを円/㌦レートから演算したものを採用。



  
香港 

２００３年１０月

 

ＵＦＪ総研調査部（東京） ５

輸出と観光の好調で失業率も低下、明るさが

広がる 

○香港では、中国本土との関係改善をテコに、

景気本格回復の期待が強まりつつある。 

○まず、けん引役の輸出は、８月、前年同月比

7.0％増と、前月の伸びを若干下回ったが堅

調を保った。大幅な減少が続いていた地場輸

出は▲2.4％と、2000年10月以来の小幅な減

少となり、下げどまりの兆しをみせた。 

○また、域外からの訪問客は、本土からの個人

旅行の規制緩和をテコに同9.6％増の164.5

万人。ＳＡＲＳで落ち込んだ４月と比較して

3.3倍、昨年12月に次ぐ過去２番目の高水準

となった。これにより、ホテルの稼働率も

88％と年初来最高となり、早くもホテル不足

が懸念されるようになった。 

○こうした状況下、失業率（季調済）が8.6％

と、飲食・ホテル、内装・維持補修、運輸、

金融の改善を要因に、10か月ぶりに前月を下

回った。貿易、教育、娯楽、不動産関連は悪

化したが、娯楽は訪問客増加の好影響を受け

ることや、不動産は市況改善期待があること

から、これらの失業率も徐々に改善に向かう

可能性が出てきている。 

○香港のＳＮＡベースの個人消費は、2001年

10-12月期以来７四半期連続で減少となって

いるが、個人消費との相関性の高い小売売上

(数量)は、７月、前年同月比▲0.5％まで回

復しており、この回復テンポでいくと10-12

月期にはプラスに転じると予想される。 

○久しく懸案となっていた「国家安全法案」が

手続き取り下げとなり、政治面でも安定が見

えてきていることから、足下の経済にとって

リスクは大きく減っている。 

○ただし、デフレの出口は遠いため、持続的で

力強い回復になる可能性は高くないとみる。 

2000年 2001年 2002年 02/3Ｑ 4Ｑ 03/1Ｑ 2Ｑ 5月 6月 7月 8月

実質ＧＤＰ 10.2 0.5 2.3 3.4 5.1 4.5 ▲ 0.5

民間消費 5.9 1.6 ▲ 1.3 ▲ 1.2 ▲ 1.8 ▲ 2.1 ▲ 2.2

総固定資本形成 10.0 2.7 ▲ 4.3 ▲ 4.3 ▲ 0.7 3.5 ▲ 10.0

機械ソフトウエア投資 26.6 6.2 ▲ 9.1 ▲ 12.2 3.2 11.9 ▲ 2.4

ビル建設投資 - ▲ 1.1 1.2 8.2 ▲ 6.2 ▲ 3.5 ▲ 7.2

鉱工業生産 ▲ 0.5 ▲ 4.4 ▲ 9.8 ▲ 7.3 ▲ 9.2 ▲ 8.8 ▲ 12.5

消費者物価（総合） ▲ 3.7 ▲ 1.6 ▲ 3.0 ▲ 3.5 ▲ 2.9 ▲ 1.9 ▲ 2.5 ▲ 2.5 ▲ 3.1 ▲ 4.0 ▲ 3.8

小売売上高（数量） 8.3 1.2 ▲ 2.6 ▲ 3.0 ▲ 1.1 ▲ 0.7 ▲ 7.7 ▲ 7.5 ▲ 3.2 ▲ 0.5

貿易収支（億㌦） ▲ 109.7 ▲ 113.2 ▲ 77.0 ▲ 14.4 ▲ 14.4 ▲ 25.9 ▲ 17.9 ▲ 3.6 ▲ 5.2 ▲ 3.0 ▲ 1.7

輸出伸び率 16.1 ▲ 5.4 4.8 8.5 15.5 17.6 12.2 13.6 14.0 7.6 7.0

うち再輸出 17.6 ▲ 4.3 7.3 10.7 18.8 20.4 14.5 15.6 16.5 9.1 7.9

輸入伸び率 18.6 ▲ 5.0 2.7 6.4 14.9 17.8 9.8 9.4 11.5 5.6 6.0

経常収支（億㌦） 91.1 95.8 137.3 42.0 45.3 36.5 19.7   

マネーサプライ（M2） 7.8 ▲ 2.7 ▲ 0.9 ▲ 3.8 ▲ 0.9 1.9 2.4 2.3 2.4 4.3

外貨準備高（億㌦） 1,075 1,112 1,119 1,112 1,119 1,136 1,144 1,161 1,144 1,126 1,118

株価指数（ﾊﾝｾﾝ） 15,096 11,397 9,321 9,072 9,321 8,634 9,577 9,487 9,577 10,135 10,909

短期金利（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ3M） 6.12 3.58 1.69 1.72 1.69 1.33 1.26 1.30 1.06 1.08 1.16

為替レート（HK㌦/㌦） 7.792 7.798 7.798 7.799 7.798 7.799 7.798 7.797 7.797 7.798 7.798

為替レート（円/HK㌦） 13.86 15.64 15.70 15.30 15.70 15.25 15.20 15.05 15.18 15.22 15.22

（注）前年<同期>比％、輸出入伸び率は米㌦ベース。ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ、外貨準備高、株価指数は期末値。その他は期中平均。

　　　円/HK㌦レートはHK㌦/㌦レートを円/㌦レートから演算したものを採用。2001年の月次の消費者物価は新基準。

小売売上高は2001年５月より新基準。　
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シンガポール 
２００３年１０月

 

ＵＦＪ総研調査部（東京） ６

来訪者数は回復途上 

○シンガポールの景気に大きな影響を与える

海外からの来訪者数は、まだ回復途上にある。

観光局（ＳＴＢ）の速報よると、９月の来訪

者数は約56万人と８月の60万１千人を下回

った。前年同月比で見ても約６％減少してお

り､重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）の影

響がまだ残っている。 

○９月16日、世界保健機関（ＷＨＯ）は、重症

急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）の疑いでシン

ガポールの病院に入院中の男性患者の感染

を確認した。この患者はシンガポール大学な

どでウイルスの研究をしていたが、すでに回

復して退院している。２次感染が起きている

形跡はなく､経済活動に影響はないと見られ

る。 

 

ＡＤＢ、成長率予測を改定 

○アジア開発銀行（ＡＤＢ）は９月30日、2003

年のシンガポールの実質ＧＤＰ成長率予測

を0.5％とした（４月時点の予測は2.3％）。 

○これは、アジア全体の平均の3.9％を大きく

下回り、アジアでは最下位。今年前半のＳＡ

ＲＳ禍の被害がもっとも大きかったのがシ

ンガポールであったことが再確認された。 

○2004年のシンガポールの実質ＧＤＰ成長率

は4.5％と上方改定された（４月時点の予測

は4.2％）。 

生産はバイオがけん引 

○経済開発庁(EDB)によれば８月の製造業生産

高指数は､前年同月比10.3％増と大幅に改善

した。リード役は生物医学・化学部門。特許

取得認可を待っていた製薬部門がいっせい

に出荷を始めたことが大きな要因である。も

っともウェイトの大きな電子部門は微増､化

学は微減であった。このように、８月の生産

指数の好調は一時的な要因によるところが

大きい。 

 

カナダとＦＴＡ締結へ 

○自由貿易協定（ＦＴＡ）を通商外交の柱にし

ているシンガポールは、年末までにカナダと

ＦＴＡ協定を結ぶことで合意した。すでに､

米､日､ニュージーランドなどとはＦＴＡ協

定を結んでいる。 

 

外資系保険会社の参入促進へ 

○10月１日、通貨管理庁(MAS)は、シンガポー

ル市場への外資系保険会社の参入を促すた

めに、保険会社の最低払い込み資本金

(paid-up capital)の基準を大幅に引き下げ

ると発表した。 

○設立時の資本金を従来の2500万ドルから

1000万ドル（小規模業者は500万ドル）とす

ることによって、参入を容易にし、競争を促

す方針だ。実施は来年から。 

2000年 2001年 2002年 02/3Q 4Q 03/1Q 2Q 03/5月 6月 7月 8月

実質ＧＤＰ 9.4 ▲ 2.4 2.2 3.8 3.0 1.7 ▲ 4.2

民間消費 14.1 2.3 0.9 ▲ 0.1 5.2 0.9 0.2

総固定資本形成 7.9 ▲ 5.8 ▲ 10.0 ▲ 11.4 ▲ 9.0 ▲ 6.0 ▲ 9.7

鉱工業生産 15.3 ▲ 11.6 8.4 15.7 10.1 5.9 ▲ 7.2 ▲ 9.3 ▲ 7.3 ▲ 6.3 10.3

消費者物価 1.3 1.0 ▲ 0.4 ▲ 0.4 0.1 0.7 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.3 0.3

小売売上指数 21.7 3.6 ▲ 2.4 ▲ 2.4 4.7 1.6 10.2 18.8 10.0 9.4

失業率(季調) 2.8 4.4 4.2 4.6 4.2 4.5 4.5

貿易収支（億㌦） 32.5 57.6 86.9 25.1 31.5 38.8 33.9 15.4 7.7 14.0 11.5

輸出伸び率 21.2 ▲ 11.7 2.8 12.6 13.2 23.0 8.8 9.1 10.5 5.5 5.7

輸入伸び率 21.3 ▲ 13.8 0.4 6.6 9.7 15.1 3.1 0.7 4.6 ▲ 0.8 2.5

経常収支（億㌦） 159.2 161.4 187.3 51.6 54.6 68.0 63.8

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ（M2） ▲ 2.1 5.9 ▲ 0.3 1.0 ▲ 0.3 0.5 3.0 2.6 3.0 4.0

外貨準備高（億㌦） 804 758 823 807 823 836 866 858 866 870 878

株価指数（ｽﾄﾚｲﾄ） 1,927 1,624 1,332 1,352 1,332 1,268 1,448 1,349 1,448 1,559 1,599

為替ﾚｰﾄ（S$/$） 1.724 1.792 1.791 1.757 1.767 1.745 1.748 1.734 1.734 1.755 1.754

為替ﾚｰﾄ（円/S$） 62.7 67.9 69.6 67.9 69.1 68.0 68.0 68.4 68.2 68.3 66.7

短期金利(3M)* 2.81 1.25 0.81 1.38 0.81 0.75 0.63 0.69 0.63 0.69 0.88

(注）前年＜同期＞比％、輸出入伸び率は米㌦ﾍﾞｰｽ。失業率、ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ、外貨準備高は期末値、為替ﾚｰﾄは期中平均。

     *ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸﾚｰﾄ 末値。



タイ 
２００３年１０月

 

ＵＦＪ総研調査部（東京） ７

4～6月期の経済成長率は前年同期比5.8％ 

○4～6月期の経済成長率は前年同期比5.8％と
なり、政府の当初予想（3％台）を大きく上
回った。SARSの影響でホテル・レストラン
関連業種は大きな打撃を受けた。しかし、製

造業が国内需要・海外需要ともに好調で高い

伸びとなり、経済成長率を押し上げた。 
○タイ経済は、内需・外需ともに拡大が続いて

いる。需要項目別では、個人消費が引き続き

好調に推移し、景気拡大をけん引した。固定

資本形成については、民間設備投資、政府投

資ともに堅調で前年同期比8.6％の高い伸び
率となった。外需についても、中国向け輸出

の大幅増加に支えられ好調に推移した。 
 
○国家経済社会開発委員会は、4～6月期の経済
成長率が好調であったことを受けて、2003年
通年の経済成長率予想レンジを、従来の4.5
～5.5％から、5.8～6.2％に上方修正した。 

株価・為替の上昇が続く 

○株価指数（SET指数）は9月上旬に550の大台
を越え、6年ぶりの高値となった。景気が好
調で先行き見通しも明るいこと、低金利を背

景に国内個人投資家の資金が株式市場に流

入していることが、株価上昇の背景。 
○国内景気と輸出の堅調を背景に、為替相場も

上昇が続いている。中央銀行は、6月に利下
げ、7月に機関投資家の外債投資規制緩和を
実施するなど、バーツ高阻止への対策を講じ

てきた。しかし、為替相場は9月末に1US㌦
＝40バーツを超え、3年ぶりの高値となった。 

 
○中央銀行は、ファンダメンタルズを反映した

バーツ相場上昇への過剰反応は不要との冷

静な姿勢。しかし、一段のバーツ高進行は輸

出鈍化につながる懸念があるため、投機的な

動き等による急激なバーツ高は市場介入に

よって食い止めるものと見られる。 

経済成長率と需要項目別寄与度（前年同期比）
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2000年 2001年 2002年 02/3Q 4Q 03/1Q 2Q 03/5月 6月 7月 8月

実質ＧＤＰ 4.6 1.9 5.2 5.8 6.2 6.7 5.8

民間消費 4.9 3.7 4.7 5.2 6.0 6.5 6.0

総固定資本形成 5.3 0.9 6.3 6.9 7.8 6.7 8.6

製造業生産 3.2 1.3 8.5 10.7 11.4 14.1 13.8 13.3 11.3 10.2

消費者物価 1.6 1.6 0.7 0.3 1.4 1.9 1.7 1.9 1.7 1.8 2.2

総合消費指数 3.4 2.6 3.8 4.2 5.7 6.9 5.3 5.1 5.9 3.6

失業率（季調前） 3.6 3.3 2.4 1.8 1.8 2.8 2.5 2.7 2.1 1.4

貿易収支（億㌦） 76.9 35.5 45.9 11.7 16.1 14.1 18.0 7.9 8.0 0.5

輸出伸び率 19.4 ▲ 6.4 5.4 10.8 14.5 21.7 15.8 14.1 12.3 14.9

輸入伸び率 24.6 ▲ 0.6 4.0 9.8 14.8 19.0 11.6 13.3 9.4 11.9

経常収支（億㌦） 93.3 62.4 76.5 20.3 29.1 25.3 12.4 4.2 8.0 4.5

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ（M2） 3.7 4.2 2.6 1.8 2.6 1.4 1.7 0.7 1.7 1.3

商銀貸出残高 ▲ 10.0 ▲ 5.8 7.5 1.6 7.5 6.4 3.1 5.2 3.0 3.7

不良債権比率(3M基準) 17.9 10.5 15.8 10.1 15.8 15.7

外貨準備高（億㌦） 327 330 388 377 388 376 393 389 393 375 383

株価指数（ＳＥＴ） 269 304 356 332 356 365 462 404 462 484 530

為替ﾚｰﾄ（ﾊﾞｰﾂ/$） 40.2 44.5 43.0 42.1 43.4 42.8 42.2 42.1 41.6 41.7 41.6

為替ﾚｰﾄ（円/ﾊﾞｰﾂ） 2.7 2.7 2.9 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.9

短期金利（3M）* 5.00 2.90 1.93 2.06 1.93 1.75 1.75 1.75 1.75 1.31 1.31

(注）前年＜同期＞比％、輸出入伸び率は米㌦ﾍﾞｰｽ。ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ、商銀貸出残高、不良債権比率、外貨準備高、短期金利、株価

は末値。為替レートは期中平均値。*短期金利はﾊﾞﾝｺｸ銀行提示のｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸﾚｰﾄ。不良債権比率は2002年12月より分類基準変更。

為替相場と株価指数の推移
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マレーシア 
２００３年１０月

 

ＵＦＪ総研調査部（東京） ８

2004年の財政赤字は縮小へ 

○2004年度政府予算案が下院に提出された。同

予算案の歳出規模は2003年度予算比▲1.6％

となり、また、財政収支は7年連続で赤字と

なることが明らかになった。財政赤字のGDP

比は、2000年度に5.8％へ拡大し、その後、

2003年度まで5％台で推移してきたが、2004

年度は3.3％と縮小する見込みとなった。 

○マレーシアの財政赤字については、「政府が

管理できる範囲内にある」との見方が多いが、

マハティール首相は、財政収支の安定に留意

し、近い将来に均衡財政実現を目指す方針を

明らかにした。 
○また、2004年度予算では、企業への優遇税制

等による投資振興や、民生部門の税額控除拡

大等による消費刺激などの景気対策が盛り

込まれた。マハティール首相は、民間部門の

成長を刺激すること等により、2004年の経済

成長率が5.5～6.0％に達すると見込んでい

ることを明らかにした。 

固定為替相場制は当面維持の見込み  

○マレーシアを9月に訪れた国際通貨基金

（IMF）のケーラー専務理事は、マレーシア

の（対USドル）固定為替相場制について、ア

ジア通貨危機のショックを和らげ経済の安

定につながった点を評価した。しかし、他方

で、通貨危機から既に5年経っており、固定

相場制維持を見直す時期に来たとも指摘し、

固定為替相場制の変更を求める考えを明ら

かにした。 

○マハティール首相は今年8月、固定相場制を

「投機的為替操作に対抗する長期的政策」と

説明しており、変動相場制に復帰する考えが

当面ないこと明らかにしている。中央銀行総

裁も9月の会合で「相場の過度の変動は域内

と世界経済の成長に混乱をもたらす」と固定

相場制を継続する考えを強調し、「見直しが

あるとすれば域内経済・金融に大きな変動が

起ったときだけ」と述べた。 

○マレーシアと同様にUSドル・リンクとなって

いる中国人民元の相場がより柔軟な方向に

変更されれば、マレーシアの為替政策も見直

しを余儀なくされると予想される。しかし、

中国政府当局は、当面、人民元の為替相場を

現状の水準で維持するものと見られる。 
○このため、今年10月にマハティール首相が政
界を引退した後も、当面は固定為替相場制が

維持される公算が高い。 

マレーシアの財政収支
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  2000年 2001年 2002年 02/3Q 4Q 03/1Q 2Q 03/5月 6月 7月 8月

実質ＧＤＰ 8.6 0.3 4.1 5.8 5.4 4.6 4.4

民間消費 13.0 2.4 4.4 4.2 4.6 4.3 3.4

総固定資本形成 25.7 ▲ 2.8 0.3 2.8 10.0 3.8 0.4

鉱工業生産 19.1 ▲ 4.1 4.2 8.0 7.4 7.3 8.7 11.3 9.2 4.6

消費者物価 1.6 1.4 1.8 2.1 1.8 1.3 0.9 1.0 0.8 1.0

製造業売上高 29.7 ▲ 7.3 ▲ 0.5 5.4 7.1 13.7 6.3 6.4 7.0 7.3

失業率 3.0 3.7 3.2 3.2 3.2 3.8

貿易収支（億㌦） 161.0 142.5 135.2 35.3 39.3 46.0 49.7 16.7 17.8 11.3

輸出伸び率 16.2 ▲ 10.4 6.1 14.1 9.9 7.5 5.9 5.8 6.0 ▲ 1.0

輸入伸び率 25.5 ▲ 10.2 8.2 19.9 9.0 2.4 ▲ 5.0 ▲ 3.9 ▲ 3.3 ▲ 2.0

経常収支（億㌦） 84.9 72.9 73.3 18.4 21.1 31.1

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ（M2） 5.2 2.2 5.8 4.4 5.8 5.6 8.6 8.0 8.6 8.6

貸出残高 5.5 3.6 4.2 3.7 4.2 3.2 3.9 2.8 3.9 4.5

不良債権比率(3M基準) 9.6 11.5 10.2 10.5 10.2 9.9 9.5 9.8 9.5 9.3

外貨準備高（億㌦） 299 308 346 340 346 349 371 365 371 382 387

株価指数（総合） 680 696 648 638 648 636 692 671 692 721 743

為替ﾚｰﾄ（ﾘﾝｷﾞ/$） 3.80 3.80 3.80 3.80 3.80 3.80 3.80 3.80 3.80 3.80 3.80

為替ﾚｰﾄ（円/ﾘﾝｷﾞ） 28.5 32.1 32.7 31.5 31.9 31.3 31.4 31.1 31.5 31.6 30.8

短期金利（3M）* 3.25 3.27 3.13 2.83 3.13 2.90 2.98 2.86 2.98 2.88 2.90

(注）前年＜同期＞比％、輸出入伸び率は米㌦ﾍﾞｰｽ。失業率、ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ、貸出残高、不良債権比率、外貨準備高、株価、

    短期金利は末値。 為替レートは期中平均値。 *ﾏﾚｰｼｱ中銀発表のｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸﾚｰﾄ。



  
インドネシア 

２００３年１０月

 

ＵＦＪ総研調査部（東京） ９

為替の安定を背景に景気は底堅く推移 

○インドネシア経済は、為替相場の安定に支

えられて底堅く推移している。 

○為替相場の安定は、インドネシア経済に対

する市場の否定的な見方が修正されてき

たことが背景。8月のジャカルタホテル爆

破テロ事件の際に、為替・株価の下落は小

幅であった。これは、インドネシア経済の

安定は揺るがないと市場が見ていること

を示唆している。 

○為替相場が堅調なことを受けて、インフレ

率・金利ともに1ケタ台での低位安定が続

いている。インフレ率の低下を背景に個人

消費は堅調に推移している。また、金利低

下を受けて不動産投資に回復の兆しが見

えている。11月中旬に発表される7-9月期

の経済成長率は、前年同期比3.5～4.0％程

度と4-6月期並みの伸び率を維持できる公

算が高い。 

 

ポストIMF経済戦略を発表 

○インドネシアへのIMF特別融資は今年末で

終了することが決まり、ポストIMFのイン

ドネシアの経済運営への注目が集まって

いる。こうしたなか、インドネシア政府は、

9月15日に、IMF融資終了後の経済運営戦略

についての大統領通達を発表した。同戦略

は、①マクロ経済の安定、②金融セクター

改革、③投資・輸出促進と雇用創出、の3

分野を柱としている。 

○マクロ経済の安定については、2005～06年

の財政均衡を目指し、公的債務縮小、歳入

確保のための税制改革などを目標に掲げ

ている。金融セクター改革については、セ

ーフティネット整備（預金保険機構設置

等）、国有化された市中銀行の政府保有株

売却推進などを盛り込んだ。また、投資・

輸出促進と雇用創出については、投資手続

き簡素化と、投資規制対象業種の見直しに

着手する。投資誘致の大きな障害である汚

職への対策については、汚職撲滅チームを

組成する。 

○大統領通達の上記内容について、市場では、

マクロ経済、金融セクター改革の分野につ

いては、達成目標が明示されており投資家

の信認向上につながると評価する声が多

い。他方、投資・輸出促進と雇用創出の分

野については、達成目標が明確化されてお

らず、政府の取組み姿勢に対する投資家の

見方が懐疑的になるのではないかと指摘

されている。 

2000年 2001年 2002年 02/3Q 4Q 03/1Q 2Q 5月 6月 7月 8月

実質ＧＤＰ 4.8 3.3 3.7 4.3 3.8 3.4 3.8
民間消費支出 3.6 5.4 4.7 3.9 4.5 3.9 4.6
総固定資本形成 21.9 0.3 ▲ 0.2 4.6 8.9 6.4 4.9

鉱工業生産 3.6 ▲ 1.1 ▲ 7.2 ▲ 5.0 ▲ 3.4 15.5
消費者物価 3.8 11.5 11.9 10.4 10.3 7.7 7.0 6.9 6.6 5.8 6.4
貿易収支（億㌦） 286.1 253.6 258.7 67.4 56.2 66.1 72.2 23.5 28.6 27.1
輸出伸び率 27.7 ▲ 9.3 1.5 5.1 15.8 17.2 4.0 4.2 3.7 5.0
（うち除く石油・ガス） 22.9 ▲ 8.5 3.1 6.7 11.5 11.4 3.3 5.0 2.3 5.2
輸入伸び率 39.6 ▲ 7.6 1.1 20.1 43.4 27.3 9.1 14.7 ▲ 0.4 ▲ 4.0

経常収支（億㌦） 79.9 69.0 72.6 24.3 12.3
マネーサプライ（M2） 15.6 13.0 4.7 9.8 4.7 5.6 6.7 7.2 6.7 5.8
外貨準備高（億㌦） 293.9 280.2 320.4 300.4 320.4 325.8 340.6 341.1 340.6 336.8
株価指数（総合） 416 392 425 419 425 398 505 495 505 508 530
為替レート（ﾙﾋﾟｱ/㌦） 8,530 10,270 9,261 8,997 9,050 8,896 8,413 8,279 8,285 8,505 8,535
為替レート（円/100ﾙﾋﾟｱ） 1.26 1.18 1.35 1.32 1.35 1.34 1.41 1.42 1.43 1.40 1.39
中銀債金利（3ヵ月） 14.31 17.63 13.12 14.11 13.12 11.97 10.18 10.88 10.18 9.18 9.06

（注）前年＜同期＞比、％。輸出入伸び率はUSドルベース。マネーサプライ、外貨準備高（ｸﾞﾛｽﾍﾞｰｽ）、株価指数、中銀債金利は末値。

　為替レートは期中平均。

為替相場、金利、インフレ率の推移
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フィリピン 

２００３年１０月

 

ＵＦＪ総研調査部（東京） １０

景況感が大きく悪化 

○ビジネスワールド紙が消費者とビジネス

マンを対象に調査した8月の景況感指数は、

いずれも前回調査から大きく低下した。 

○８月の消費者景況感指数は、前回調査から

19.7ポイント減の88.3ポイントと大きく

下降し、８月のビジネスマン景況感指数に

ついては前回から21.7ポイント減の71.4

ポイントに下落した。 

 

○今回調査で景況感が大きく悪化した背景

として、政治・社会情勢の悪化が指摘され

ている。7月に発生した反乱兵士によるマ

ニラ中心部占拠事件以降、国内治安維持へ

の懸念が高まっており、さらに、アロヨ大

統領の夫であるマイク氏の偽名口座によ

る不正疑惑が発覚したことで、アロヨ大統

領や政府に対する信頼度も低下した。こう

したことが、消費者・ビジネスマンのマイ

ンドを大きく悪化させたものと見られる。 

7月の貿易収支は再び赤字に 

○7月の輸出は前年同月比▲7.9％、輸入は同

1.3％増となり、貿易収支は2.7億USドルの

赤字となった。貿易収支は、輸出鈍化の影

響で、今年1月から5月まで赤字が続き、6

月にいったん黒字に転じたものの、再び赤

字となった。 

○輸出の6割強を占めるエレクトロニクス関

連製品の伸び率は、世界半導体需要減速の

影響で昨年半ば以降鈍化し、今年に入って

からは前年比マイナスとなっている。足元

で世界半導体需要が回復傾向を示してい

るにもかかわらず、フィリピンのエレクト

ロニクス輸出に回復の兆しが見られない

ことが、輸出低迷の大きな原因である。 

○輸出の鈍化傾向が長引けば、経常収支を悪

化させ、ペソ為替相場の下落をさらに加速

させる要因にもなりかねないと懸念され

ている。 

消費者とビジネスマンの景況感指数（BusinessWorld紙調査）
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2000年 2001年 2002年 02/3Q 4Q 03/1Q 2Q 5月 6月 7月 8月
実質ＧＤＰ 4.4 4.5 4.4 3.8 5.8 4.5 3.2
民間消費支出 3.5 3.6 4.1 4.3 4.6 4.9 5.1
固定資本形成 3.1 12.0 2.4 5.9 6.0 4.5 ▲ 2.4

実質ＧNＰ 4.8 5.6 4.5 3.1 7.8 5.1 4.5
鉱工業生産(数量） 2.4 ▲ 5.7 ▲ 6.1 ▲ 5.6 ▲ 2.9 3.1 6.7 2.5 16.2
消費者物価 4.3 6.1 3.1 2.8 2.6 2.9 3.0 2.7 3.4 3.4 3.0
貿易収支（億㌦） 35.9 ▲ 9.1 ▲ 2.2 ▲ 3.3 2.9 ▲ 6.5 ▲ 8.5 ▲ 5.0 1.4 ▲ 2.7
輸出伸び率 8.7 ▲ 15.6 9.5 18.9 10.2 4.9 ▲ 0.5 ▲ 4.0 4.2 ▲ 7.9
輸入伸び率 12.3 ▲ 4.2 7.2 14.7 23.6 22.4 0.0 12.2 ▲ 3.3 1.3

経常収支（億㌦） 62.6 13.2 42.0 5.4 15.8 3.4
マネーサプライ（M2） 4.8 6.9 9.6 9.1 9.6 4.6 6.0 4.0 6.0 3.4
外貨準備高（億㌦） 150.2 157.2 161.5 160.2 161.8 159.8 158.5 160.7 158.5 161.1 161.7
株価指数（総合） 1495 1168 1018 1129 1018 1040 1223 1074 1223 1240 1193
為替レート（ﾍﾟｿ/㌦） 44.2 51.0 51.6 51.5 53.2 54.1 52.8 52.5 53.4 53.7 55.0
為替レート（円/ﾍﾟｿ） 2.44 2.38 2.43 2.31 2.30 2.20 2.24 2.20 2.21 2.21 2.16
大蔵省証券金利（3ヵ月） 12.94 8.87 5.16 5.22 5.16 7.15 5.50 6.30 5.50 5.17 5.23

（注）前年＜同期＞比、％。輸出入伸び率は米ﾄﾞﾙﾍﾞｰｽ。ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ、外貨準備高、株価指数、大蔵省証券金利は末値。

為替ﾚｰﾄは期中平均。

輸出入伸び率（前年同月比）と貿易収支
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ＵＦＪ総研調査部（東京） １１ 

ＳＡＲＳ前よりも活発になった消費 

○ＳＡＲＳ後の中国経済の回復は著しい。 

○ＳＡＲＳ前、いまひとつ力強さに欠けた個

人消費は、８月に前年同月比9.9％増と、７

月の伸び（同9.8％増）をさらに上回った。

なかでも、自動車は６割増、建設機材は４

割増となり、自動車、不動産ブームの強さ

をうかがわせた。また、飲食も約15％の高

い伸びとなり、ＳＡＲＳで抑えられた需要

の反動増も確認された。 

○ただし、10月の国慶節休暇中のホテルの予

約状況をみると、北京や深ｾﾝなどでは６割

台にとどまった。ＳＡＲＳへの警戒感はま

だ一部に残っているようである。 

 

市場的な金融政策手段の限界を露呈 

○内外需全般の好調から、2003年の経済成長

率予測は８％台を見込むところが増えてき

た。他方、投資に対しては過熱への懸念が

強まっており、そうしたなか、中国人民銀

行は、８月23日に預金準備率引き上げを発

表し、９月21日に実行した。 

○これにより1500億元の流動性が市場から吸

い上げられたが、同時に銀行間市場の金利

が急上昇。中小金融機関の資金繰りに懸念

が出たようだ。そのため、中国人民銀行は、

同月23日、25日に資金供給のための買いオ

ペを行った。 

○当局は、従来の窓口指導に加えて、市場的

な金融政策手段（公定歩合操作、準備預金

率操作、公開市場操作）によってマクロ経

済をコントロールすることを目標としてい

るが、中小金融機関のぜい弱さや直接金融

市場の不備といった問題を抱えるなかでは、

有効に機能しにくいことが露呈した。 

○当局の窓口指導には、地方政府の反発が予

想されるため、投資過熱の抑制にはなお時

間がかかることが予想される。 

 

第11次５ヵ年計画策定開始 

○2006年からの第11次５ヵ年計画の策定が始

まった。基本的な方向性としては成長より

もバランスに重点が置かれるようだ。 

○ところで、この計画の作成では４つの革新

が行われると言う。国家発展改革委員会に

よると、それは、①計画事項の計画期間が

必ずしも５年である必要がなくなる（成長

至上的な計画ではなく、地域や業界の実情

にあった計画にする）、②科学的かつ合理

的な計画システムを模索するなかで、縦割

り・地域割りでない計画も取り入れる、③

計画３年目に中期評価を行う、④計画作業

の法制化を行う、とされる。 
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  銀行間市場金利の推移（％）

（資料）ＣＥＩＣ

　　　　　　　ｵｰﾊﾞｰﾅｲﾄ物

債券レポ金利平均

2000年 2001年 2002年 03/3Ｑ 4Ｑ 03/1Ｑ 2Ｑ 5月 6月 7月 8月

実質ＧＤＰ 8.0 7.3 8.0 7.9 8.0 9.9 8.2(2Q6.7)   

鉱工業生産（付加価値ベース） 11.4 9.9 12.8 13.1 14.5 17.2 15.2 13.7 16.9 16.5 17.1

消費者物価 0.4 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.8 ▲ 0.6 0.5 0.7 0.7 0.3 0.5 0.9

固定資産投資（国有、その他企業） 9.7 13.7 17.4 24.3 17.4 31.6 32.8 31.7 32.8 32.7 32.4

消費財小売総額 9.7 10.1 8.8 8.8 9.2 9.2 6.7 4.3 8.3 9.8 9.9

貿易収支（億㌦） 241.0 225.5 303.4 73.5 103.8 ▲ 10.2 50.4 22.4 21.4 17.1 27.9

輸出伸び率 27.8 6.8 22.4 28.6 30.5 33.5 34.3 37.3 32.5 30.6 27.1

輸入伸び率 35.8 8.2 21.2 29.3 33.0 52.2 38.2 40.9 40.0 35.0 27.3

経常収支（億㌦） 205.2 174.1 354.2

マネーサプライ（M2） 14.0 14.4 16.9 16.5 16.9 18.5 20.8 20.2 20.8 20.7 21.6

外貨準備高（億㌦） 1,656 2,122 2,864 2,586 2,864 3,160 3,465 3,401 3,465 3,565 3,465

株価指数（上海総合） 2,073 1,646 1,358 1,582 1,358 1,511 1,486 1,576 1,486 1,477 1,422

為替レート（元/㌦） 8.278 8.277 8.277 8.277 8.277 8.277 8.277 8.277 8.277 8.277 8.277

為替レート（円/元） 13.07 14.66 15.09 14.49 14.79 14.35 14.33 14.16 14.30 14.51 14.16

（注）前年<同期>比％、輸出入伸び率は㌦ベース。ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ、外貨準備高、株価指数は期末値。為替レートは期中平均。

      実質ＧＤＰ、固定資産投資は年初来累計の前年同期比。M2は2000年から新M2に移行。



  
オーストラリア 

２００３年１０月

 

                   １２         ＵＦＪ総研調査部（東京）

 

2003年4-6月期の成長率は前期比0.1％ 

○ 2003年4-6月期の実質ＧＤＰ成長率は季調

済前期比0.1％と、シドニーオリンピックの

特需一巡と消費税導入の影響が表れた2000

年10-12月期以来の低い成長率となった。 

○ 産業別では、干ばつの影響が再度大きくな

った農業部門が同▲5.7％とマイナス幅を

拡大させた。非農業部門では、住宅投資の

落ち込みの影響を受けた建設業が同▲

3.0％、米国のイラク攻撃やＳＡＲＳによる

世界景気の一時的な落ち込みの影響を受け

た鉱業や運輸・倉庫業がそれぞれ同▲3.4％、

同▲4.2％と低迷した。一方、不動産価格高

などによる国内の強気なマインドを反映し

て小売が同2.2％増、金融が同3.3％などと

なり、景気を下支えした。 

○ 支出別では、個人消費が同1.2％増と、２四

半期連続で伸びを高め、堅調であった。農

業所得が干ばつの影響で大きく落ち込んで

いるが、強気なマインドが消費を後押しし

た。このため貯蓄率は３四半期連続でマイ

ナスとなった。 

○ また、民間設備投資が輸出の収益環境の一

段の改善などから同1.0％増と伸びを高め

た。他方、米国のイラク攻撃などの影響を

受けた輸出は国際収支ベースで同▲10.8％

と大きく落ち込んだ。 

○ オーストラリア景気に対する見方は依然と

して強気であり、7-9月期は世界景気の回復、

10-12月期は、ラグビー・ワールドカップの

開催で特需が見込まれることから、成長率

は再度は高まると予想される。 

 

豪ドルの上昇はピークアウト 

○ 上昇が続いていた豪ドルは７月に入って調

整局面に入った。世界の景気不透明感が薄

れ、オーストラリアに逃避していた資金が

還流し始めたことや世界との景況感格差が

縮小するとの期待が働いたためとみられる。 

○ 足下は、世界的な金利上昇を背景に、調整

が続くとみられるが、豪ドルが高金利通貨

であることに変わりはなく、調整は小幅な

ものになるとみられる。 
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個人消費 民間投資
在庫 政府支出
輸出入 誤差
GDP成長率

実質ＧＤＰとその内訳
（前期比s.a.）

（資料）ＲＢＡ

2000年 2001年 2002年 03/2Ｑ 03/3Ｑ 4Ｑ 03/1Ｑ ２Ｑ 03/5月 6月 7月 8月

実質ＧＤＰ（四半期は季調済前期比） 2.8 2.7 3.6 0.8 1.0 0.3 0.6 0.1

民間消費 3.2 2.9 4.1 1.2 0.8 0.6 0.9 1.2

公的需要 1.8 2.1 4.0 1.6 0.3 0.9 ▲ 0.1 2.6

民間固定資本形成 1.9 ▲ 2.6 15.8 5.6 2.7 9.0 ▲ 1.8 ▲ 0.6

民間設備投資 1.1 2.1 12.1 4.5 2.0 11.1 ▲ 2.4 1.0

住宅投資 3.9 ▲ 10.9 24.4 7.9 4.2 4.6 ▲ 0.4 ▲ 4.1

消費者物価(前年同期比） 4.5 4.4 3.0 2.8 3.2 3.0 3.4 2.7

失業率（季節調整値） 6.4 6.7 6.2 6.5 6.2 6.2 6.2 6.1 6.0 6.1 6.2 6.1

貿易収支（季節調整値、億豪㌦） ▲ 83.9 40.3 ▲ 98.4 ▲ 17.2 ▲ 23.3 ▲ 49.3 ▲ 42.0 ▲ 66.1 ▲ 17.9 ▲ 19.7 ▲ 23.0 ▲ 18.0

輸出伸び率（豪㌦ﾍﾞｰｽ、前期比） 27.0 11.9 ▲ 3.0 ▲ 2.5 0.5 ▲ 0.1 0.4 ▲ 10.8 2.7 ▲ 1.0 ▲ 6.2 7.0

輸入伸び率（豪㌦ﾍﾞｰｽ、前期比） 16.5 0.6 8.5 0.5 2.4 8.0 ▲ 1.7 ▲ 2.4 ▲ 7.1 0.8 ▲ 2.1 0.8

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ（M3）(前年同期比） 4.6 14.7 7.2 7.7 7.9 7.2 7.5 13.4 12.3 13.4 11.5

外貨準備高（億米㌦） 188 188 216 211 207 216 200 272 256 272 309 286

株価指数（全普通株指数） 3,155 3,360 2,961 3,163 2,928 2,961 2,849 2,999 2,980 2,999 3,167 3,203

ｵｰﾊﾞｰﾅｲﾄ金利* 5.90 5.05 4.55 4.47 4.75 4.75 4.75 4.75 4.75 4.75 4.75 4.75

為替レート（豪㌦/米㌦） 1.736 1.950 1.834 1.795 1.824 1.785 1.669 1.546 1.533 1.498 1.532 1.563

為替レート（円/豪㌦） 62.4 62.6 67.9 68.9 65.6 67.9 71.1 77.2 77.2 80.0 78.4 74.9

（注）断りのない場合は前年＜同期＞比、％。失業率、ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ、外貨準備高、株価は期末値。為替レートは期中平均。

　　　オーバーナイト金利は、99年までがコール金利11時現在、2000年以降は銀行間金利。貿易はＢＯＰベース。

　　　オーストラリアでは、各年第４四半期前年同期比を暦年のＧＤＰ成長率とするが、ここでは各年四半期平均の前年比を用いた。
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